 eq \o\ad(千代田区職員措置請求書,　　　　　　　　)
平成２０年５月２０日

 eq \o\ad(千代田区監査委員　御中,　　　　　　　　　　)
請　求　人　 eq \o\ad(梶浦淳代,　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(同代理人,　　　　　)　弁護士　 eq \o\ad(紀藤正樹,　　　　　)
 eq \o\ad(同,　　　　　)　弁護士　 eq \o\ad(江川　剛,　　　　　)
地方自治法２４２条第１項の規定により、別紙事実証明書を添え、次のとおり必要な措置を請求致します。

１　請求の要旨

（１）請求する措置の内容

平成１６年２月６日付で当時の千代田区まちづくり推進部長渡辺滋氏より参議院事務局管理部長に宛てて提出された「参議院清水谷議員宿舎の旧宮内庁宿舎跡地への移転に関する要望書」（千ま地発第１３７号、以下「本件要望書」とします。）の作成及び提出にかかる支出相当額を千代田区長の責任において千代田区に返還し、今後もこのような違法若しくは不当な要望書の作成及び提出に対し、公金を支出しないよう適切な措置を求めます。

（２）請求の理由（地方自治法２４２条１項）

ア　本件要望書の提出が違法であること

本件要望書（資料２）の提出は、憲法の諸条項に違反し、地方自治法２条、千代田区処務規程２条、地方財政法４条等の法令に違反するので、本件要望書作成及び提出のための支出は「違法若しくは不当な公金の支出」（地方自治法２８３条１項、２４２条１項）にあたります。以下に詳述します。

（ア）本件要望書には、「周辺地権者及び住民等より参議院清水谷議員宿舎の旧宮内庁宿舎跡地への移転が強く要望されています。」（本件要望書本文８行目ないし９行目）、「近隣住民からの要請を踏まえ、積極的に旧宮内庁宿舎跡地への移転計画をご検討していただきたく、ご要望申し上げます。」（本件要望書本文１４行目ないし１５行目）などと、あたかも旧宮内庁宿舎跡地（地番：千代田区紀尾井町１番６０）の周辺地権者及び近隣住民等が参議院清水谷議員宿舎の旧宮内庁宿舎跡地への移転を強く要望しているかのような記載がなされています。

しかしながら、旧宮内庁宿舎跡地の周辺地権者及び近隣住民等が、参議院清水谷議員宿舎の旧宮内庁宿舎跡地への移転を望んでいたという事実はありません（資料１の１ないし３）から、これらの記載は誤りです。

（イ）また、請求人代理人である弁護士紀藤正樹が、千代田区長に対し「本件要望書の本文８行目ないし９行目『周辺地権者及び住民等より参議院清水谷議員宿舎の旧宮内庁庁舎跡地への移転が強く要望』及び『近隣住民からの要請』と記載された判断の根拠となった文書」について情報公開請求した（資料３）結果、開示されたのは、紀尾井町まちづくり協議会が平成１５年６月に策定した「紀尾井町まちづくりガイドライン」だけでした（資料４の１及び２）。

しかしながら、同ガイドラインにも、旧宮内庁宿舎跡地の周辺地権者及び近隣住民等が参議院清水谷議員宿舎の旧宮内庁宿舎跡地への移転を強く要望しているかのような記載はみられませんし、そもそも紀尾井町まちづくり協議会は、旧宮内庁宿舎跡地の周辺地権者及び近隣住民等の利益を代弁する立場にあるものでもありません。

（ウ）以上のとおり、本件要望書中の「周辺地権者及び住民等より参議院清水谷議員宿舎の旧宮内庁庁舎跡地への移転が強く要望」「近隣住民からの要請」などという記載は、当時の千代田区まちづくり推進部長が、参議院清水谷議員宿舎及び旧宮内庁宿舎跡地の周辺地権者や近隣住民らの意見を十分に確認することなく記載したものです。

　　　この点、憲法第８章以下では地方自治の基本原則としていわゆる住民自治が定められており、地方自治法も「地方公共団体に関する法令の規定は、地方自治の本旨に基づいて、かつ、国と地方公共団体との適切な役割分担を踏まえて、これを解釈し、及び運用するようにしなければならない。この場合において、特別地方公共団体に関する法令の規定は、この法律に定める特別地方公共団体の特性にも照応するように、これを解釈し、及び運用しなければならない。」（２条１２項）、「地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない。」（２条１４項）、「地方公共団体は、法令に違反してその事務を処理してはならない。なお、市町村及び特別区は、当該都道府県の条例に違反してその事務を処理してはならない。」（２条１６項）、「前項の規定に違反して行つた地方公共団体の行為は、これを無効とする。」（２条１７項）等と定めています。また、千代田区処務規程２条でも、「職員は、区民全体の奉仕者として、公務を民主的かつ、能率的に運営すべき責務を深く自覚し、誠実、公正に職務を執行しなければならない。」とされております。

　　　したがいまして、本件要望書の提出が、以上の諸法令に違反する違法なものであることは明らかです。
（エ）加えて、本件要望書は区長はおろか助役の決裁さえも経ずに提出されたものであり（資料３、２）、この点でも、本件要望書の提出が上記諸法令に違反することは明らかです。

　　　すなわち、本件要望書は、参議院事務局管理部長に対して、参議院清水谷議員宿舎の旧宮内庁宿舎跡地への移転を求めるというものですが、このことは、江戸時代から続く多数の自然林等が残されており、東京都風致地区条例において第２種風致地区に指定されている旧宮内庁宿舎跡地の緑が破壊されてしまうことの容認を意味します。旧宮内庁宿舎跡地に残存している緑が、千代田区民はおろか国民全体の貴重な財産であることは論を待ちませんから、このような貴重な緑の破壊につながる本件要望書の提出が、区政における「特に重要又は異例に属する事項」（千代田区処務規程１０条、同別表）に該当する区長決裁事項であることは明らかです。

したがいまして、本件要望書の提出は、当時の千代田区まちづくり推進部長渡辺滋氏が、区長はおろか助役の決裁さえも受けないままに、あたかも区の意思であるかのように出されたという点でも違法です。

（オ）そして、地方財政法４条１項には、「地方公共団体の経費は、その目的を達成するための必要且つ最少の限度をこえて、これを支出してはならない。」と定められており、違法な事務の執行に経費を支出することが違法であることもまた明らかです。

そうである以上、本件要望書の作成及び提出にあたって千代田区から支出された公金は、「違法若しくは不当な公金の支出」にあたります。

　　イ　本件要望書提出のために千代田区が被った損害

本件要望書の作成及び提出にあたり、千代田区は相応の会議費用、文書作成料、謄写料、郵送料、担当職員の給与等を支出しています。これらは、違法若しくは不当な公金の支出により千代田区が被った損害にあたります。

（３）請求期間経過の「正当な理由」（地方自治法２４２条２項）

　　　請求人が本件要望書の提出を知ったのは、平成１９年１月２６日であり、同日までの間は、参議院清水谷議員宿舎及び旧宮内庁宿舎跡地の周辺地権者や近隣住民らには、本件要望書の存在を知ること自体不可能でした。そして、本件要望書中の「周辺地権者及び住民等より参議院清水谷議員宿舎の旧宮内庁庁舎跡地への移転が強く要望」「近隣住民からの要請」などという記載の根拠が「紀尾井町まちづくりガイドライン」だけであったことが具体的に判明したのは、上記（２）アの（イ）で述べた情報公開請求に関する決定がなされた平成２０年４月２１日になってからのことです（資料４の１及び２）。

　　　そうである以上、平成２０年４月２１日までの間は、請求人が本件措置請求を行うことができなかったことは明らかですので、本件では「正当な理由」が認められます。

２　請求人の氏名及び職業並びに住所

氏名　梶浦淳代

　　職業　会社役員

住所　東京都千代田区紀尾井町３番３２号紀尾井アートギャラリー３階

３　請求人の代理人の住所及び氏名

東京都千代田区麹町４丁目７番地８　地引第二ビル４０７号

リンク総合法律事務所

弁護士　紀　藤　正　樹

同　　　江　川　　　剛

４　添付書類

・事実証明書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１通

・委任状　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１通

（別紙）

 eq \o\ad(事　実　証　明　書,　　　　　　　　)
	資料番号
	標      目

（原本・写の別）
	作　成

年月日
	作成者
	立　証　趣　旨

	1の1
	申入書
	写し
	H20.3.26
	新参議院宿舎を考える会
	請求人をはじめとする旧宮内庁宿舎跡地の周辺地権者及び近隣住民が、参議院議員清水谷宿舎の旧宮内庁宿舎跡地への移転に強く反対しており、これらの者が移転を要望した事実がないこと。

すなわち、本件要望書中の「周辺地権者及び住民等より参議院清水谷議員宿舎の旧宮内庁庁舎跡地への移転が強く要望」「近隣住民からの要請」などという記載が虚偽である事実。

ひいては、本件要望書の作成及び提出にあたって千代田区から支出された公金が、「違法若しくは不当な公金の支出」にあたること等。

	1の2
	陳情書
	写し
	H20.3.26
	新参議院宿舎を考える会代表梶浦淳代(請求人)ほか旧宮内庁宿舎跡地の周辺地権者及び近隣住民61名
	同上。

	1の3
	陳情書
	写し
	H9.10月
	紀尾井町町会長戸田豊重ほか旧宮内庁宿舎跡地の周辺地権者及び近隣住民52名
	同上。

	2
	参議院清水谷議員宿舎の旧宮内庁宿舎跡地への移転に関する要望書
	写し
	H16.2.6
	千代田区まちづくり推進部長渡辺滋
	平成16年2月6日に、当時の千代田区まちづくり推進部長渡辺滋氏が、参議院事務局管理部長に対し、「周辺地権者及び住民等より参議院清水谷議員宿舎の旧宮内庁庁舎跡地への移転が強く要望」「近隣住民からの要請」などという虚偽の要望をした事実。

ひいては、本件要望書の作成及び提出にあたって千代田区から支出された公金が、「違法若しくは不当な公金の支出」にあたること等。

	3
	情報公開請求書
	写し
	H20.4.7
	弁護士紀藤正樹
	請求人代理人弁護士紀藤正樹が、平成20年4月7日に、本件要望書の本文８行目ないし９行目「周辺地権者及び住民等より参議院清水谷議員宿舎の旧宮内庁庁舎跡地への移転が強く要望」及び「近隣住民からの要請」と記載された判断の根拠となった文書について、情報公開請求した事実等。

	4の1
	情報公開決定通知書
	写し
	H20.4.21
	千代田区長石川雅己
	上記情報公開請求(資料3)に対し、平成20年4月21日に、千代田区長が紀尾井町まちづくりガイドラインのみを公開した事実。すなわち、本件要望書中の「周辺地権者及び住民等より参議院清水谷議員宿舎の旧宮内庁庁舎跡地への移転が強く要望」「近隣住民からの要請」などという記載が虚偽である事実。

また、本件措置請求につき仮に請求期間が経過していたとしても、請求人が本件措置請求を行うまでの間は請求できなかったことについて「正当な理由」が認められること等。

	4の2
	紀尾井町まちづくりガイドライン
	写し
	H15.6.16
	紀尾井町まちづくり協議会
	同上。
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